
資料５

施策化の
例、説明

第６期計画への掲載
（県案）

担当課 （国）
基本指針

（国）
成果目標

重点課題１
優生思想と向
き合いすべて
の人の尊厳が
傷つけられな
い社会づくり

○　旧優生保護法下
で行われた不妊手術
や神奈川県の津久井
やまゆり園の事件な
ど優生思想の誤りと
向き合い、基本的人
権が尊重される共生
社会の実現に向けた
県民意識の醸成を目
的として普及啓発活
動を行い、すべての
人の尊厳が傷つけら
れない社会の構築を
目指す。

現行計画Ｐ３４「理解を深
め、権利を護る」と趣旨が
共通するため、施策ではな
く、Ｐ２７「取り組むべき
課題」の文中に「優生思想
の誤り」「基本的人権が尊
重」等を掲載する。

障害者福
祉推進課

重点課題２
福祉教育の推
進と福祉教育
ヒューマンラ
イブラリーの
創設

○　学校教育におい
て、「障害体験型」
だけでなく障害当事
者が講師となった福
祉教育を推進するた
め、障害当事者を講
師として養成し、そ
の講師リストに基づ
き学校がいつでもア
クセス可能な仕組み
を創設することなど
で、障害のある人も
ない人も同じ地域で
暮らしていることに
共感する心の醸成を
目指す。

ヒューマン
ライブラ
リー

掲載しない。
・すでに県内２０市町（１
３市、７町）の社協では、
地元の障害者団体と連携し
て、障害当事者を講師とし
た福祉教育関連事業を実施
している。
・社協が進める福祉教育
は、地元の関係者とつなが
り、各地域で社協が独自に
実施しているのが特徴。
・県域で実施するニーズや
効果が見えない。

（教）義
務養育指
導課（小
中学校）

（教）高
校教育指
導課

県社会福
祉協議会

重点課題３
学校事務職で
障害者雇用を
進める

○　学校において、
教育職員のみならず
事務職員に障害者の
積極的な雇用を進
め、児童・生徒と日
常的に顔を合わせる
中での関係性の構築
を通じた共生社会の
実現を目指す。

掲載する。
（現行計画Ｐ５３施策番号
１３２をベースに検討する
が「事務職員」と特定しな
い。）

※教育局からは、「県教育
委員会障害者活躍推進計
画」では、あらゆる職種に
おいて障害者雇用を進めて
いくものとしており、事務
職員のみとすると方向性に
違いが出てしまう。

（教）総
務課

総括

第６期支援計画に係る重点課題一覧（Ａチーム）

Ⅰ　障害
者の人権
擁護の推
進に係る
支援
（Ａチー
ム）

掲載する。
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資料５

○　障害者福祉施設
従事者等による障害
者虐待の防止策とし
て、障害者福祉施設
等の設置者・経営
者、管理者に対し
て、県実施の障害者
虐待防止・権利擁護
研修の受講を義務づ
けるとともに、障害
者福祉施設等におい
て、虐待防止委員会
を設置し、組織的な
虐待防止を行うこと
を義務づける。
　県は虐待が起きた
背景となる要因を明
らかにし、制度の改
善も含め再発防止策
を講ずる。

施設の管理者等の研修受講
義務化は規模や財源等によ
り難しいが、管理者の研修
受講は有効であるため、今
後対策を検討する。

虐待防止委員会の義務付け
は難しい。

「虐待の検証」について
は、現行計画Ｐ３６施策番
号１８にすでに記載されて
いる。

障害者支
援課

また、保育所等、学
校の長、医療機関の
管理者における虐待
防止措置の義務が適
切に果たされている
ことを把握するとと
もに、県が行う障害
者虐待防止・権利擁
護研修への受講を促
進する。

・障害者虐待防止法の所管
課である障害者支援課主導
により、庁内連携を行う。
・障害者支援課が行う障害
者虐待防止・権利擁護研修
への受講は難しい。（各部
が職種ごとに行うのが適
当）

該当各課

Ⅰ　障害
者の人権
擁護の推
進に係る
支援
（Ａチー
ム）

重点課題４
障害者福祉施
設従事者等に
よる障害者虐
待の防止策

障害者支援課が関

係各課と連携して

取り組み重点課題４－１

重点課題４－２
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資料５

施策化の
例、説明

第６期計画への掲載
（県案）

担当課 （国）
基本指針

（国）
成果目標

親の実情を
中心とする
家庭の実態
調査を実施

説明：子育
ての機能不
全を招く
親・家族の
問題構造を
明らかにす
ることに
よって、切
れ目のない
支援の充実
に資する家
庭支援・保
護者支援の
要点を具体
的
に構想し、
今後の取り
組みに反映
させていく
必要があ
る。

掲載しない。
（引き続き検討していく）

障害者支
援課

障害者福
祉推進課

放課後等デ
イサービス
に対する、
当事者団体
（手をつな
ぐ育成会、
自閉症協会
等）による
点検、相談
支援事業者
によるモニ
タリング強
化の義務付
けなどによ
り、活動を
点検するシ
ステム整
備。

掲載する方向で検討
（手法は未定だが、障害福
祉サービスの質を向上させ
る取組については国成果目
標を参考に検討する。）

障害者支
援課

【障害福祉
サービスの質
の向上】（新
規）令和５年
度末までに都
道府県及び市
町村において
障害福祉サー
ビス等の質を
向上させるた
めの取組を実
施する体制を
構築すること
を基本とす
る。

ガイドライ
ンを遵守さ
せる取り組
みを強化
し、特に、
自己評価等
の公表をし
ていない事
業所には、
減算を含め
た対応等に
ついて点検
を実施。

掲載する。 障害者支
援課

【障害福祉
サービスの質
の向上】（新
規）令和５年
度末までに都
道府県及び市
町村において
障害福祉サー
ビス等の質を
向上させるた
めの取組を実
施する体制を
構築すること
を基本とす
る。

第６期支援計画に係る重点課題一覧（Ｂチーム）

Ⅱ　子ど
も期から
社会に出
る時期ま
でに係る
取組
（Ｂチー
ム）

重点課題１
子ども期に
おける「切
れ目のない
支援」の充
実に向けて

○　障害児のライフ
ステージ（就学前、
小学校期、中学校
期、高等学校期）に
応じた支援と、これ
らのステージの移行
に係る支援を、「切
れ目なく」つなげる
家庭の子育て機能の
不全状態が深刻化し
ており、放課後等デ
イへの「子育て外注
化」によって、二次
障害（とくに行動障
害）の拡大につな
がっている。
　このため、放課後
等デイサービスの
サービスの供給量だ
けでなく、子どもの
成長・発達の必要を
基軸に据えた「切れ
目のない支援」の実
現を目標にする必要
がある。

総括

重点課題１－１

重点課題１－２
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資料５

ペアレント
メンター養
成事業の充
実

説明：発達
障害に関し
ては、障害
と発達支援
に係わる親
の早期理解
を培い、
「切れ目の
ない支援」
を実現する
ため、ペア
レントメン
ター養成事
業の充実を
図る必要が
ある。
　また、就
学前の療育
と相談支援
に関する市
町村格差の
是正が求め
らて
いる。

掲載する。
（現行計画Ｐ６３施策番号
１９５をベースに国基本指
針を参考に検討する。）

障害者福
祉推進課

【発達障害者支
援の一層の充
実】
　発達障害者等
に対する支援に
関して、ペアレ
ントプログラム
やペアレントト
レーニング等の
支援体制を確保
すること及び発
達障害の診断
等を専門的に行
うことができる
医療機関等を確
保することが重
要である旨を記
載する。

○　特別支援教育を
支える人材不足確
保、環境整備推進、
教材開発および校外
学習を充実させるた
めの予算確保と、学
校行事の際の家庭待
機や保護者の付き添
い等の問題を解消す
るため、医療的ケア
の必要な子どもたち
に対する看護師の配
置等が求められてい
る。

　 現行計画Ｐ６０　施策番号
１６７「 医療的ケアの必
要な障害のある児童生徒に
対応するため、医療との連
携強化を図るとともに教職
員の医療的知識や技術につ
いての研修を充実しま
す。」に看護師の配置を加
え、掲載する。

特別支援
教育課

【障害児通所支
援等の地域支援
体制の整備】特
別な支援が必要
な障害児に対す
る支援体制の整
備に関して、
・ 重症心身障
害児や医療的ケ
ア児の支援に当
たって、その人
数やニ
ーズを把握する
必要があり、そ
の際、管内の支
援体制の現状を
把握する必要が
ある旨を記載す
る。

【障害児支援
の提供体制の
整備等】（項
目の見直し）
協議の場、ｺｰ
ﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
　令和５年度
末までに、医
療的ケア児支
援のための関
係機関の協議
の場を設ける
とともに医療
的ケア児等に
関するｺｰﾃﾞｨ
ﾈｰﾀｰを設置す
ることを基本
とする。

　また、発達障害を
中心に、現場支援者
の専門性の不十分さ
を抜本的に改善する
ための研修を充実
し、十分な専門性を
持つ支援者の養成・
専門性の強化を図る
必要がある。

掲載する。
（現行計画Ｐ３７施策番号
２８、Ｐ６３施策番号１９
１をベースに国基本指針を
参考に検討する。）

障害者福
祉推進課

【障害福祉人材
の確保】障害福
祉サービス等の
提供を担う人材
を確保するた
め、研修の実
施、多職種間の
連携の推進、障
害福祉の現場が
働きがいのある
魅力的な職場で
あることの積極
的な周知・広報
等に、関係者が
協力して取り組
むことが重要で
ある旨を記載す
る。

Ⅱ　子ど
も期から
社会に出
る時期ま
でに係る
取組
（Ｂチー
ム）

重点課題１
子ども期に
おける「切
れ目のない
支援」の充
実に向けて

○　障害児のライフ
ステージ（就学前、
小学校期、中学校
期、高等学校期）に
応じた支援と、これ
らのステージの移行
に係る支援を、「切
れ目なく」つなげる
家庭の子育て機能の
不全状態が深刻化し
ており、放課後等デ
イへの「子育て外注
化」によって、二次
障害（とくに行動障
害）の拡大につな
がっている。
　このため、放課後
等デイサービスの
サービスの供給量だ
けでなく、子どもの
成長・発達の必要を
基軸に据えた「切れ
目のない支援」の実
現を目標にする必要
がある。

重点課題２
十分な専門
性を持つ支
援者の人材
育成・専門
性の強化

重点課題１－３

重点課題２－１

重点課題２－２
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資料５

重点課題３
学校卒業後
の社会への
参入に向け
て

○　就労移行支援や
就労継続支援Ａ型事
業所での形式的な
「つなぎ」をやり過
ごして就労継続支援
Ｂ型事業に納まろう
とする対処方法の問
題が依然として克服
されていない。
　また、一般就労に
向けた自立の強迫性
と親の無理解が重な
る場合、障害のある
本人がもっとも困難
を抱えることにな
る。
　さらに、不適切な
制度サービスによる
支援と親の無理解が
交錯し、「強度行動
障害」の拡大が進む
ことによって、営利
主義的グループホー
ムや閉鎖的な障害者
支援施設に囲い込ま
れていく懸念が以前
よりも心配される状
況になっている

掲載する。
（障害福祉サービスの質を
向上させる取組について国
成果目標を参考に検討す
る。）

障害者支
援課

【障害福祉
サービスの質
の向上】（新
規）令和５年
度末までに都
道府県及び市
町村において
障害福祉サー
ビス等の質を
向上させるた
めの取組を実
施する体制を
構築すること
を基本とす
る。

Ⅱ　子ど
も期から
社会に出
る時期ま
でに係る
取組
（Ｂチー
ム）
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資料５　

施策化の
例、説明

第６期計画への掲載
（県案）

担当課 （国）
基本指針

（国）
成果目標

○　障害者雇用総合
サポートセンターの
支援の質を高め、精
神障害、発達障害
者、難病患者などの
雇用を促進する取組
を行う。
　また、これまで就
労につながった事例
の雇用実態、定着
率、課題などを把握
すると共に、就労後
の定着支援を強化す
る。
　さらに、特別支援
学校の卒業生の支援
など実績のある内容
についてはノウハウ
や取組の共有を進め
る。

掲載する方向で検討。
（現行計画Ｐ５３施策番号
１３０、Ｐ５６施策番号１
５１をベースに検討す
る。）

雇用労働
課

○　障害者雇用促進
法の雇用義務（障害
者雇用率制度）の対
象を障害者手帳所持
者に限定せず、障害
者総合支援法の支援
区分を活用するな
ど、手帳を所有して
いない難病患者など
の雇用が促進される
よう国へ働きかけ
る。

掲載しない。
（国への要望事項を本計画
の施策に入れることは馴染
まない。）

雇用労働
課

○　障害者の多様な
働き方（テレワーク
による在宅就労、短
時間勤務など）を促
進する。重度障害者
については、障害福
祉サービスを利用し
ながらの就労が可能
になる仕組みを検討
する。

障害者の多様な働き方につ
いては掲載する方向で検討
する。

重度障害者の就労に関して
は、令和２年度から市町村
の地域生活支援事業の任意
事業に追加されたため、掲
載しない

雇用労働
課

障害者支
援課（重
度障害者
の支援）

○　法定雇用率とい
う数字は達成されて
いるものの、障害者
本人の生きがい・働
きがいなど質の部分
に目を向けられてい
ないと思われる事例
が見られる。

障害者本人の意向を踏まえ
た就労支援について掲載す
る方向で検討する。
（現行計画Ｐ５３施策番号
１３１、Ｐ５４施策番号１
３３、１３４，１３６を
ベースに検討する。）

雇用労働
課

第６期支援計画に係る重点課題一覧（Ｃチーム）

Ⅲ　成人
期から高
齢期全般
に係る取
組

（Ｃチー
ム）

重点課題１
障害に応じ
た多様な働
き方につい
て

総括

重点課題１－１

重点課題１－２

重点課題１－３
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資料５　

○　就労継続支援Ｂ
型事業所の工賃水準
向上につながる取組
（販路拡大、作業効
率をあげるシステム
や仕組みの導入）が
進められるようサ
ポートする。

掲載する
（現行計画Ｐ５４施策番号
１３９をベースに検討す
る）

障害者支
援課

○　自らの判断で選
択できる住まいの場
が不足していること
から、地域で自立し
た生活をするための
居宅サービスの充実
が求められている。

居宅サービスの充実につい
ては、掲載する方向。
（現行計画Ｐ４０施策番号
４６をベースに検討）

障害者支
援課

○　グループホーム
の職員の人材不足、
職員の専門性や支援
の質の課題が指摘さ
れているが、実態や
課題が十分に把握さ
れていないことか
ら、グループホーム
の支援の質に関する
運営指針を作成す
る。

掲載する。
（障害福祉サービスの質を
向上させる取組については
国成果目標を参考に検討す
る。）

※ＧＨは利用する障害者の
障害程度によって支援方針
が異なるため統一的な運営
指針の作成は困難

障害者支
援課

【障害福祉
サービスの質
の向上】（新
規）令和５年
度末までに都
道府県及び市
町村において
障害福祉サー
ビス等の質を
向上させるた
めの取組を実
施する体制を
構築すること
を基本とす
る。

Ⅲ　成人
期から高
齢期全般
に係る取
組

（Ｃチー
ム）

重点課題１
障害に応じ
た多様な働
き方につい
て

重点課題２
住まいの場
の確保につ
いて

重点課題１－４

重点課題２－１

重点課題２－２
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資料５　

○　また、グループ
ホームの事業所連絡
会や自立支援協議会
を活用したネット
ワークづくりの強化
に係る取組をサポー
トする地域生活支援
拠点や基幹相談支援
センターも含めた連
携が望ましい。

地域における包括的な支援
体制の構築について掲載す
る方向で検討する。
（現行計画Ｐ３８施策番号
３３，３４をベースに国基
本指針や成果目標を参考に
検討）

障害者支
援課

【「地域共生
社会」の実現
に向けた取
組】
　引き続き地
域共生社会の
実現に向け、
地域住民が主
体的に地域づ
くりに取り組
むための仕組
み作りや制度
の縦割りを超
えた柔軟な
サービ
スの確保に取
り組むととも
に、地域の実
態等を踏まえ
ながら、包括
的な支援体制
の構築に取り
組む旨を記載
する。

【地域生活支
援拠点等が有
する機能の充
実】（項目の
見直し）
　地域生活支
援拠点等につ
いて、令和５
年度末までの
間、各市町村
又は各圏域に
１つ以上確保
しつつ、その
機能の充実の
ため、年１回
以上運用状況
を検証及び検
討することを
基本とする。

○　グループホーム
職員（世話人）の研
修の実施、あるいは
実施する団体をバッ
クアップする。

掲載する方向で検討する。
（現行計画Ｐ４１施策番号
５３をベースに国基本指針
を参考に検討）

障害者支
援課

【障害福祉人
材の確保】障
害福祉サービ
ス等の提供を
担う人材を確
保するため、
研修の実施、
多職種間の連
携の推進、障
害福祉の現場
が働きがいの
ある魅力的な
職場であるこ
との積極的な
周知・広報等
に、関係者が
協力して取り
組むことが重
要である旨を
記載する。

○　施設で生活する
人も在宅で生活する
人も、グループホー
ムの体験入所等移行
前の体験やマッチン
グが柔軟にできる体
制をつくる。

掲載する方向で検討する。
（現行計画Ｐ４５施策番号
７５をベースに検討）

障害者支
援課

Ⅲ　成人
期から高
齢期全般
に係る取
組

（Ｃチー
ム）

重点課題２
住まいの場
の確保につ
いて

重点課題２－３

重点課題２－４

重点課題２－５
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資料５　

○　入居施設からグ
ループホーム等に移
行する際、バリアフ
リー化、職員体制が
不十分である。

掲載しない。
（バリアフリー化に係る費
用は、国庫補助の活用が不
可欠だが、国庫補助単価は
一律のため、必要経費に応
じた補助基準の変更を国に
要望している。職員体制は
国基準に基づいている。）

障害者支
援課

○　入所施設、グ
ループホーム、居宅
サービスの事業所の
後方支援が求められ
ている。

掲載する方向で検討する。
（現行計画Ｐ４４施策番号
７３、Ｐ４０施策番号４
６、Ｐ４５施策番号７６を
ベースに検討）

障害者支
援課

○　地域移行が進む
よう、移行に伴う経
済的な支援を行う。

掲載する方向で検討する。
（現行計画Ｐ４５施策番号
７８，７９をベースに検
討）

障害者支
援課

障害者福
祉推進課

○　地域生活支援拠
点の整備・促進

掲載する。
（現行計画Ｐ３８施策番号
３４をベース国成果目標を
参考に検討）

障害者支
援課

【地域生活支
援拠点等が有
する機能の充
実】（項目の
見直し）
　地域生活支
援拠点等につ
いて、令和５
年度末までの
間、各市町村
又は各圏域に
１つ以上確保
しつつ、その
機能の充実の
ため、年１回
以上運用状況
を検証及び検
討することを
基本とする。

Ⅲ　成人
期から高
齢期全般
に係る取
組

（Ｃチー
ム）

重点課題２
住まいの場
の確保につ
いて

重点課題２－７

重点課題２－６

重点課題２－８
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